
 

 

細則第７号様式の５（第２条第 18 号の５） 
《記入例》 

 
土壌汚染有害物質使用地に係る土壌汚染対策計画書 

 
平成○○年○○月○○日   

   （報告先）  
      横浜市長 

                報告者   住  所 横浜市○区○○町○-○-○          

                         株式会社○○○ 横浜事業所  
                氏  名 代表取締役社長 ○○ ○○ 

                         （法人の場合は、名称及び代表者の氏名）  
 
  横浜市生活環境の保全等に関する条例第 65 条の４第 4 項の規定により次のとおり提出 

社 印 等 は

不要です 

します。 

 
名   称 

 
株式会社○○○ 横浜事業所 

 
事業所名称等 

 
所 在 地 

 
横浜市○区○○町○○番地 

（対象物質、対策範囲、対策方法等）                          
 
 別紙のとおり 
 
                        
                                                           
                                
                                                           
                                
                       
 

                             
 
 
 

               
  
 
               
               
       
 
            
 
 
 
処 理 対 策 の 内 容

 
         

     
 
 
                  
     

 
□現地内処理対策       ☑現地外処理対策 

① 土壌調査結果の概要 

② 措置に係る詳細調査の結果 

③ 措置の方法とその工程 

④ 措置実施中の進行管理方法 

⑤ 周辺環境保全方法 

⑥ 措置完了確認方法 

⑦ 措置に係る記録の保管方法 

⑧ その他必要な事項 

どちらかに✔を

入れて下さい 

                                                           
     平成○年○○月○○日 ～ 平成○年○○月○○日          処理対策予定期間 

連  
     株式会社○○○ 横浜事業所  環境保全部環境管理室  
 絡 
                   担当者氏名 ○○ ○○              
                               電話番号  123-4567（内線）   先 

 備考 １ 事業所名称等には、事業所の案内図を添付してください。 
     ２ 調査事項には配置図、調査地点図等を添付してください。 
 
 
                                       （Ａ４） 


